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おわりに
はじめに
イギリスにおいては，行政サービス提供主体の多様化が進んで、いるが，そ
れに関連して，基本理念の変容が議論され，労働者や利用者の権利利益の保
障やアカウンタピリティ確保の方策が検討，実施されてきている。l:i互に類{以
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の出題に関して検討を了仔ったことがあるが川本稿は，比較的最近の議論や
方策を':C!:J心にして，これらの倹討を?行うものである c 近年においては，民需
営利企業ではなく非営利法人のサードセクターに の重点が置かれて，
サード、セクターによる行政サービス提供が語られることから，この点にも多
少触れたし
わが罰においても，イギリスを一つのモデルとして，営利企業のみなら
ず，非営利組織をナ含んで，行政サービス提供主体の多様化が図られてきてお
り，このような状況は行政法学においても関心事になっているへそこで，
このようなわが留の状況も踏まえつつ，行政サービス提併主体の多諜イヒにつ
いて検討してし、く。
異体的には，第一に，従来の公務員の行政サービス提供に伴っていたパブ
リック・サービス・エートス (PublicService Ethos)について， 2007年にそれま
での議論をまとめたニードハム仏Jeedham)の論文が公表されており 4)，その
論文の内容を紹介しつつ，パブリック・サービス・エートスにコメントしてい
きたい。
ーに，それと密接に関連する労働条件の保護に関連する部題である
既に， r営業譲渡(雇用保護)規出 (Transたr()fじndertakings(Protection of Em 
ployment) Regulation) J (TじPE)や政府プfイダンスによる保護斜度については
簡単な紹介喜子行ってきたが，個別労働の保護以外の側面についても紹介し，
現在の政策の恕界についても触れる c また， TじPEでも保護されない状況で
差別禁止法が利用できる場合もあり，これについて紹介する。
第三{こ，行政サービス提供主体の多様化に伴い，アカクンタビリティのあ
り方が問題になるが，アカウンタピリティの一つである'情報公開制に関して，
2000年の清報公開法 (Freedomof Information Act)の適用拡大に関して 2007
年に意見聴取がなされ6)，2009年{こは政府から対応方針も出されているの
で7)，その関心と内容な紹介することにしたい。
最後に，行政サービス利用者の人権保障である。イギリスでは， 1998年
に人権法 (HumanRights八ct)が制定され，ヨーロッパ人権条約が陣内法化さ
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れ，イギリスの国内裁判所は，特定の行為がヨーロツパ人権条約に違反する
ものか否かを判断し，適合しないと考える場合には，不適合宣言を行うこと
が可能になった。人権法上，ヨーロッパ人権条約の遵守が求められる組織が
f公約機関j と定義されており，一定の民関組織も人権法上「公的機関Jと
され得ることから，特定の組織に対して人権法の適用があるかが継続し
論になっている。盟会貴族院と庶畏院の人権合関委員会において， 2004年初
と2007年にへ二度にわたって報告書が提出され， 2009年には政府の関答
も出されていることから川，器会と政府がどのような点に関心ぞいだい
ているかをみていく。
ー パブリック・サービス・エートス
新!日ニつのパブリック・サーピス・エートスの統合
(1 ) 新!日二つのパブリック・サー ビス・エー トス
パブリック・サービス・エートスについては，既{こ何回か触れてきたが10，
ここでは，はじめに触れたニードハムの論文に沿って，新泊二つのパブリツ
ク・サービス・エートスの内容とその統合可能性を論じる議論から紹介してい
きた
信統的なパブリック・サービス・エートスは論者によって若子異なるもの
の， f境ね間諜の内容を?示しており，ニード、ハムもその内容として，パブリツ
ク・サービス・エートスなテーマとした 2002年庶民院行政特別委員会報告書
を参照して13}，その特数として「公平性，資任，信頼，平等，誠実性，サー
ビスjぞあげる。これは，公務員が，公平で、誠実に活動し，国民の信頼を得
て，平等なアクセスを保障し，致治部門に責任を負い，公益のために尽くし
て，行政サービスを提供するといった内容であると考えられるi心。もっと
も， これらのパブリツク・サービス・エートスが公務員の行動の現実であるの
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か，それとも願望にすぎないかは媛味である。
他方，パブリック・サービス・エートスの新しい概念として，民間セクター
のサービスの倫理の注入が図られることがある c i出費者ケア (Cllstomercare) 
の基準を含む，質において最善の民間の関等物にマッチする公的基準の達成
が必要になるわけである c
このように，パブリック・サーピス・エートスの文献には，誠実性や平等性
というより古い関心L 金銭に見合った価値や議費者ケアといったより新し
いものの毘別があることになる。伝統的な「過程五向Jのエートスとより新
しい「結果志向」のエートスとしても対比される。前者は通常， 1854年の
ノースコート・トレベリアン問。rthcote-Trcvelvan)委員会報告書{こまで遡る 15)。
後者は， 1980年代以来採用された広義の NPI'vl(New Pllblic Managen淀川)手法
の改革に結び付いている 16)c 
行政サービスを担当する労働者が質の高いサービスの誠実で，公平な提供
者である必要性は異ならないが，伝統的なエートスの内容と，新しい消費者
ケアの概念がどこまで統合され得るかの問題があることになる。パブリツ
ク・サービス・エートス(ふ これらの新しい倒的1を包括するように変化し得る
柔軟な概念であると論じる者がいる一方で，新1[二つの概念伝統合すること
はできないと論じる者も寄在する。
(2) 新!日二つのパブリック・サービス・エートスの統合
まず，統合可能とする「擬似市場モデルj そみる そのモデルにおい
て，民間セクターの消費者ケアの基準は，行政サービスのそデノレとなる。公
的セクターの専門性{こ依拠するのではなしそれは，消費者としての利用者
に対する応答の関係となる。この説明において，新旧のパブリック・サービ
ス・エートスの分離は人工的なものである。実際，先の 2002年の行政特別委
員会報告書が指摘するように，ノースコート・トレベリアン報告書Aすら， {rtl 
出びいきいronyism)やえこひいき (patronagclを終わらせる関心と同様に，
公務員の達成水準を攻蓄することに関心を有していたことになる。
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新しく統合されたエートスのキーとなる特徴は，それがパブリック.Iサー
ビスj・エートスの文言。を支持して，パブリック.Iセクターj・エートスの
を拒否することである c エートスは，サービス提供者ではなしそれが保
鰻，教育，住宅，福祉等の行政サービスと結び付いているためにパブリック
である。行政サービスの民間提供者やボランティア提供者は核となる公務員
と同様に効果的にこのエートス合採用し得るとする。実際，その柔軟性や起
業家意識は，規則に縛られた公務員よりもより効果的に行政サーピス提供を
することを言喜めるとする。
なお，ニー iごハムの説明にはないが，サードセクターによる行政サービス
提棋によって，追加的な儲傾(立ddedvalue)な得られるという議論も(その実
際についてはいっそうの翁査が必要であると認識されている)， ここで論じている統
合の議論ということが可能であると思われる川c また，行政サービス「提
供者jの相違ではなく，提供する「サービスjの共通性に力点を置く先の理
解lこ加えて，後から説明する担当職員が公的組織から民間組織へ移ることを
保障する TUPE遼用以後は， I提供者」も突擦には共通することになること
を重視することも考えられる凶令しかし，行政サービスを民間組織に委ね
ていない場合にも，公的組織において NP，¥;I手法が採用され，公的組織に民
間手法が導入されると， NP，¥;I手法採用後は，伝統的エートスをその前と悶
ーには評価できないという指摘もなされていた加。すなわち， NPNl手法の
採用にかかわらず，公的組織の缶統的エートスには影響はないという前提に
立つことができるかが問題になる G
2 新旧二つのパブリック・サービス・エートスの対立
(1) 新j日二つのパブリック・サービス・エートスの対立
次{こ，ニー l'、ハムの説明に戻り，新!日ニつのパブリック・サーピス・エート
スが対立し新!日二つのエートスにおいて基本的な概念も異なるという考え
をみていく 11)。新!日二つのエートスが対立するという議論には大きく二つ
12i 
の方向があることが結介される。一つは，行政サービス提供の結果を
し，伝統的なエートス自身を解決すべき問題点の一部とするものである。伝
統的なエートスは，関心全誠実性や公平性の問題に向けることによって，
サービスの質の問題をアジ、エンダから強いていると考えるからである c 伝統
的エートスへの批判は，官僚制に関する公共選択学派の批判を反映してい
た。公共選択学派の説明においては，官僚inuは異なる価値のセットそ具体化
するが，これらは，クライアントへのより高質のサービスよりもむしろ自ら
の事務のサイズと地位を大きくすることを目指している。関識に， ?ilj費者1-1;:
は，行政サービス捉供者は，現実に利}若者の意見を開くよりもサービスの
王寺:内的な規範に依拠する方法令強調し続けているとする。
もっとも，公務員の達成成果の改善に関するブノレトン (fu!ton)委員会報
降の報告書も 22)，話統的なパブリツク・サービス・エートスの欠陥公
認めるよりもむしろ，ノースコート・トレベリアンの原賠を再承認した。誠実
性が踏み外されるようにみえるときには，そのエートスが問題とされるが，
そのような開題に対する対);'6策は， 1守何年のノラン (No!an)委員会報告書
のように23)，ノースコート・トレベリアンの原賠を再度述べることであった
とちれる。
新!日のエートスを統合することへのもう一つの批判は，伝統的なエートス
の価を強課する立場からのものである。ここでは，広義のi¥PM手法の改
は，伝統的な錨値に対して賂敗的な影響~与えるものとしてみられてき
た。すなわち， NPM手法の改革によって，間定給，手続規則，身分保障，
第一線管理者の権限の制約，公約七クターと民間セクターの明確な分割線と
いった制度はある程茂寂り除かれ，新しい起業家の文化や制度的な断片イとに
より，誠実性や公正性合確保するためのメカニズムは，金銭{こ見合った{断[白
や消費者ケアを促進するメカニズムと衝突し，傷つけられると評価される c
(2) 新宿ニつのパブ1)ック・サーどス・エートスにおける基本的な概念の槍遼
また，ニードハムは，新!日のパブリック・サービス・エートスにおいて，
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;諜々な基本的援念が異なることを?指摘する24)。まず，アカウンタピリティの
披念である。 NPM手法の改革により，公務員は，アカワンタピリティを誌
主的なアカウンタビリティというー殻的な按念よりも具体的で潤定可能な達
成水準と結び付けられた概念としてみることをナ促されている。信統的なアプ
ローチは政治的リーダーシップに対するアカウンタピリティを強調する一方
で，消費者ケア・アプローチは，利用者に対する提供者の迅速な対志を
する。 消費者ケア・アブローチにおいては，アカウンタピリティの政治的形
態は，不対応や~Iô効果的なものとして器用され得ないコ
公私の関係もニつのアプローチで異なっている。誠実で‘公平な公務員の伝
統的な概念は，金で巽えて，利益志向の民間セクターと対比して発速させら
れた一方で，エートスの議費者ケア・アプローチは， r公在、の倫理の集合体j
を技定する。サービスの質の基準もまた変化する。プロデューサー・専門家
によってではなしクライアント・活費者によって定義されるようになる。
消費者志向{ふ行政サービスの倫理的考惑を過程から最終結果へと転換す
る。 消費者満足調査のような制度が行致サービス提供者のための成功のキー
となる方策になる。
結果志向のそデノレのエートスにおいては，先にも触れたように，誰がサー
ビスを提供するかは無関係で、ある。 2002年の庶畏院行政特別委員会報告書
は，利誌の麗j擦はパブリツク・サービス・エートスそ緊張下に置くが，民間セ
クターやボランティアセクターの組識は，健全に契約過程へと入れられるな
らばパブリック・サービス・エートス喜子支持し得るとしたσ
(3) 伝統的なヱートス維持の困難性
ニードハムは， rエートスを法的な契約過程へと入れるjことは，必ずしも
容易ではないことをケ指摘する出。調査においては， PPP (Public Private Partnerω 
shiplにおいてアウトソーシングされた行政サービスを担当する労働者が新
しい環境において倍統的エートス~維持することにおける御難を示したとさ
れるお)0 PPPの契約関係は，管理者の寅{壬の規範や官捺的行動を変化させ
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る(決定策定の袋間約手続的方法は.丘;い裁;ifを付iう{阪人的支任の強調によってとって代
わられる)。労働者にとって，一定の価値は幸子続するが， PPPに結び付いたコ
スト削減や労働集約fとが伝統的なパブリック・サービス・エートスの長期的な
存続に対する護大な脅威となるとされる。
また，雇用サービスを提供する際のサードセクター組織の役割に関する調
査は，ボランティア組織は，さらにそれ以上に営利会社は，国家の核とな
る職務の貧弱な媒体物 (vehicles)であり，国家からのそのような機能の移転
は，アカウンタピリティの重大な問題を生むとする。そして，それは，国家
からの独立性に依拠するボランティア組織を傷つける潜在性全有するとす
る。ボランティア組織は，パブリック・サービス・エートスに内主する透明性
とアカウンタビリティをf与ることなし明確な独立性と批半日的スタンス全失
うかもしれないと考えられるわけである目。
労{勤者の権利保護-TじPEと差別禁止法一一
τUPE 
(1) TUPEによる労働者の保護
パブリツク・サービス・エートスの議論においても，一つの論点となってい
た行政サービスの質の篠保は，サービス~提供する労働者の労働条件の保護
の問題とも密接に関連している。イギリスにおいて，官民強制競争入札
(CCT)が実施されていたときにはお)，行政組織が担当していた行政サービ
スを民間団体に担当させる場合，担当労働者(職員)が希望すれば民間団体
に移籍し，従前の労勘条件を一定期間保護する TUPEの適用を保守党政権
がしないとしていたこともあって，そこでの競争は金額の競争となり，金額
を引き下げるために，行政サービス~提供する労働者の労働条件が引き下げ
られ，行政サービスの質に関心が向けられたc ブレア (slair)労動党政権に
130 
イギリスにおける行政サービス提供主体の多後化{こ伴う様子主怒念の変容と法的対応
なって， TじPEの適用がはじまり， τじPEの適用が必ずしも明確で、はない場
合にも τUPE~適用することが求められた。塁走に， TUPEのこの{問題に関
しては紹介をしてきた加。なお，サードセクターとの関係で，庶民続行政
特別委員会は，サードセクターにおいては，既幸子のレベノレの俸給等で職員
合雇用する能力を有していない組織が多いことな指摘するが30)，政府は，
TじPEは労働者の労働条件佐保護するものであり， TUPEの原則が常利組織
と肉様にサードセクターにも適用されなければならないことを述べる到。
また， TUPE は，既存の集団交渉関係が個々の雇用契約と閉じように譲受
人に対して移ることを保障し，移籍それ自体について労働者代表と協議する
ことを規定している(13 条~16 条)却。 TUPE の協議義務は，譲渡人と譲受人
の両者に適用される。さらに，それは，移籍されようとしている労働者に摂
されず，移籍によって影響を受け，それに関連してとられる方策によって
~受ける労働者にまで拡大されている。したがって，譲渡人は，移籍す
る者やそれによって影響を受ける{訟の労働者と協議する義務があり，譲受人
は， もし移籍が既存の労働者に影響をもつならば，彼らと協議する義務を手ぎ
している。協議は，労働組合代表者となされなければならないc
TUPEは，詳細に情報と協議についての義務を規定している。使用者は，
代表者に移籍日，その理由，影響令受ける労働者の移籍の法的，経済的およ
び社会的意味ならびにもし存在するならば， をナ受ける労勤者に関して，
譲渡人と譲受人によってとられる方策を知らせる義務がある c 協議をする
務は，使用者が影響を受ける労働者に関して方策をとることを意図した場
合，使用者が意図された方策に対する合意を求めて労働者の適当な代表者と
協議しなければならない。箆用者は，さらに，適当な代表によって出された
意見を考慮、する義務があり，その意見に回答し，もしこれらの意見を拒否す
るならば，その理由ぞ述べなければならない。ここでの義務は潜在的にかな
り強力で、ある。それは方策に関する最終的決定を能用者に委ねているが，協
議ができる誤り意味あるものであることを確保しようとしている。仮に使用
者が代表者の言ったことに全く関心をもたず，使用者が明らかに意見ぞ拒否
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する疑わしい理府をあげるのであれば，その行為は，訴訟へと結び付く。協
しない場合の救済も TじPEに規定されている。
(2) 政府ガイダンス
次に，契約過程が労働者の不利にならないように保障することを呂指す契
約における労働問題に関する政府のガ、イダンスをみておく目。政府ガイダ
ンスは，幾つかの点において TUPEの規定合補強している。
ガイダンスは，第一に，公的機関は， TUPEの適用ぞ問避することを求め
てはならないとする。第二{こ， TUPEの下で影響守受ける労働者と協議する
義務を播強する。部えば，地方自治体のためのガイダンスは，契約の践に野
公受ける職員との経続的な対話の必要性を強調する。それは，地方自治体
がEじ規出に従って契約合与える責任を誰持することを保障するならば，
TUPEが要求していない 契約が与えられる前に労働組合代表と指名
された入札者の閉で、の集まりを地方自治体が用意することを示唆している。
TじPEの義務をより広い情報と協議の要求の枠組みの中に撞いて，ガイダン
スは，それらの滋守合確{采することを助ける c
{也にも，政1('1ガ、イダンスは，幾つかの重要な点においてすじPEの厳格な
要求を超えている。政府ガイダンスの最も重要な特徴は，契約者がTじPE
によって保護された労働条件で移籍する労働者ーとともにより劣悪な労働条件
で新規労働者を援用することによって二時の労働者合つくることを防ごうと
していることである。
最後{こ，ガイダンスは，契約者に課せられた義務のモニターと執行の規定
を置いている。ガイダンスは，公的機関が新規労働者および移籍した労協者
に提供している労髄条件をモニターすることができるように，民間契約者に
信報を提供することな規定している。労働者または組合が，労働条件につい
て契約者との紛争を直接解決することができないならば，公的機関に苦情念
述べることができる規定が置かれている。公的機関は，契約条件公強制する
ことそ期待されており，ガイダンスにおいて，紛争解決のために ADRの仕
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組みが規定されている。おそらく最も重要であるのは，ガイダンス{こ従わな
い場合ぞ含む労散問題に対する貧弱な記録が，契約者を将来の入札行為から
排除することである。もしこの規定が用いられるならば，それは重要な防止
策として機能するであろう。
(3) 政府ガイダンスの実際
ガイダンス改正に伴う意見聴設においてM，地方公務員と NHS労働者の
労動組合であるじNISONが，政府によるガイダンスの適用についての
爵査がないことを批判するとともに，自らの調査結果を公表しているので，
以下では，その調査結果の一部を紹介しておきたい。
まず，労働組合によって， 2003年に出されたニ留の労{勤者発生訪止のガ
イダンス適用の問題事開が指摘されているので，それをナ紹介したい刻。イ
ングランドおよびウエールズにおける地方自治体調査において，回答28地
方自治体の内， 10地方自治体がガイダンスを適用していないことそ認めて
いる。また，労働組合UNISONmuが，適用しなかったまたは適用していな
いと考える地方自治体が6el治体あった(その内， 1 地方自治体は i二記認ままにおい
て， )援用したと回答しているL
じNISONが具体例をあげているので，簡単に紹介しておし圭ロンドン・
ハクニ一区 CLondonBorough of Hackney)は，高額の契約においてプfイダンス
の適用ぞ拒否子した。ガイダンスを執行することは「あまりにも問題であるj
という法的助言を得ていたとされる。 ランカシャー・カウンティ・カクン
シノレ CLancashireCountv CounciDは，サービスは毎年‘の効率性を考慮しなけれ
ばならず，ベストバリュー・ガイダンスが労働問題ガイダンスに援先すると
し，このアプローチのために地方自治体の上級法律職員から法的助言を得た
とする c 保鰭省からの適用すべきという にもかかわらず，適用を拒百し
ている。つまり，労働者を犠牲にしてコスト念館約したいために，カ、イダン
スの適用を拒否しているむ'7エストミンスター・シティ・カクンシノレ
CWestmInster City CounciDは， 2003年 3月前に最初に結ぼれた契約の再入札に
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はガイダンスを適用する必要はないという致府の収機関の助言に基づき，
契約にガイダンス合通用することを拒否した。 イースト・サセックス・カ
クンティ・カクンシノレ (East511SSeX COlll1tV Coul1cil は，契約条件にガ、イダンス
の内容を規定しなかったので，契約者(は立法的要求をを?適周しなカか、つた。〈密εロ
ンドン.カムデデ、ン区 (ωLρo!凶01130川ωro∞ug悼h0ぱfCωamd必向E口I叫1) は，新規の清掃労働者が業
界における「現在のレートjであると主張される全密的な最低賃金で雇用さ
れ続け得るので，ガイダンスはベストバリューな提供しないという浬白で
ガイダンスの適用を拒否したc をコーンワオーノレ・カウンティ・カクンシノレ
(Cornwall COUl1tv Council)は，契約文書においてガ、イダンスに言及している
が，いかに遵守されるかについてはなんらの詳縮も競定せず，サービス提供
者にいかにこれらの方策な解釈するかを完全に委ね，地方自治体内部におい
てこれらの規定の遵守を強制し，モニターし，求めるいかなるメカニズムも
存在しなかったc ウエスト・パークシヤー・ディストリクト・カウンシノレ
(¥'est Berkshire District仁川町il)は，契約者の俸給が地方市場およびイギリス
のレジャー業界一般を反映しており，プfイダンスを適用することは，サーど
ス提供者である契約者の雇用者間においてこ層の労働者をつくることになる
として，プfイダンスの適用を拒百した。これは誤った比較であり，契約者は
単にプj、千夕、ンスを無視しているようにみえるとぢれる c
次{こ， 68支部の関答に基づく統計的結果である c Iプfイダンスは，使用者
によって契約に適用されたか?Jという質問に対して， 42%の支部がガイ
ダンスは，能用者によって適用されなかったと回答し， 41%は，適用され
たと回答し， 16%が確かではないと回答するか無回答であり，また， I jfイ
ダンスに対するいかなる改革が二層の労働者の展開を止めるために役立つ
か?Jという質問に対しては， 97%が「ガイダンスは使用者にとって義務
的なものとなるべきであるcJと回答している。
また， UNISONは，執行に関する主要な問題は，契約者がガイダンスを
適用しないということではなし地方忠治体がそれを契約の要求として含む
ことな拒苔することであるとする。また， もし地方自治体がガイダンスの適
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用そしないならば，八DRはガイダンスが適用される場合にのみ用いられる
ので，いかなる救済手段も存在しないと指摘している。そして，地方自治体
がガイダンスの適用ぞ拒否する包括的政策を有することは通常ではない一方
で，幾つかの地方自治体は，個々の契約を考察し，意図的にガイダンスの適
用をしないことによってこれに近づいているとする刻。
以上の UNISONの調査結果においては，数は必ずしも多くはないもの
の，政府政築が完全には実現されていないことが明らかにされている。もと
もと，政府の政策が法令ではなくガイダンスに基づき実織されているという
限界でもあると考えられるので，じNISONの主張からすると特に行政組織
の遵守のために，法令fとの要求にももっともな理出があると考えられる。
(ヰ) NHSにおける f震用の維持 (ROE)モデルJ
最後に， TUPEの発展系とJrtわれる NHSにおける f雇用の維持(retention 
of el印刷'ment)(ROE)モデ/レjに言及しておく NHSにおいては，職員が
NHSの雇用にとどまり，筑間契約者に出向する lミOEモデルミナもつ多数の
PFIが存在する。 ROEモデノレは，法上，労齢者が新しい{吏用者との雇用を
承認することを強制ちれるべきではないという基本的な原則喜子反映し，移籍
ぞ拒否する TじPEにおける権利の創造的使用に基づいているとされる c
TUPEの下で，移籍の拒否は，雇用契約の終結に帰結する o ROEモデノレの
下で，職員が民間契約者へ派遣される契約の変更に開設:するならば，移籍を
拒否した職員は， NHSの雇用にとどまることを認められるつこのことは，
i識員が民間契約者のために鋤く一方で， NHSの雇用にとどまることができ
る一一そして，重要なことに， NHSの年金制度にとどまる
にする。
ことを可能
この ROEモデノレ(まいままで，ポーター，警備，洗濯， r青掃および配膳との
欝係でのみ{吏用されてきたc 大部分の民間契約者が，上扱管理者に対する充
分なコントローノレを有しない枠組みに対しでは同意しないことから， 1ミOE
モデルは，上級管理者である f監授的j等級のlf，議員には提供されず，そのた
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め，民間契約者への移籍を承認するか雇用契約の終了に直面するという限界
もある。
2 差別禁止法
(1 ) 差別禁止法と民間委託
次{こ，差別禁止法(主主別;;e禁止する法の総称としての差別禁止法)をみておきた
い刻。一見すると，差別禁止法が果たす役割は明らかではないが，民間委
託によって影響を受ける労{勤者の多くは，特に地方自治体においては，清掃
や配!践ーのような労髄集約的職務における女性労舗であり，給与出減等の影響
合受ける場合，差51J禁止法を利用して争うことが可能である。労働者は，表
面上かなり異なる職務の拐の比較を容易にする公的セクターにおける詳揺な
俸給と等級講造の貫徹によって助けられていた。
(2) 政府に対する主張
長別禁止法を利用する最初の場出として，政府に対して利用する三つの状
況がある刻。第一に，使用者が入札前に労働令再編する状況である c 第二
に， f史用者が民問委託の期間後に労働者を再説用する場合であるつ第三{こ，
使用者aが自らの労働者に対してと悶様に，氏陣委託された労働者‘に一定の利
益を継続的に提供する責任~有している状況である。
ラトクリア (Ratcliffc)は40)，民問委託の前に公的セクターの使用者に
対して平等の俸結の可能性営利用できるようにした第一の状況である。裁判
当時効力を有したCCT政策に従って，地方自治体は学校給食契約に入札す
るために，競争のために組織を分離した直営労働組織 DSOを設置した
DSOは一つの契約全失い，残りの契約を競争的にするために，職員の給与
をケ削減する必要があると決定した。原告は余剰になり，異なる労働条件で再
雇用された。数年前に，地方自治体がその職務を男性が支配的な様々な織務
と同等に評価する職務評節制度を実施していて，争いになったときには，原
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告はその比較者よりも少ない俸給な支払われていた。 地方自治体は，入札に
おいて民間企業と争う必要性を主張した。貴族院は，地方自治体の抗弁は認
められないとする審判所の裁決を支持した。判決趣旨は必ずしも明確ではな
いが，それは，使用者が平等俸給守秘浪するために干p場の力守用いることに
対する制限を反映している。
ラトクリブ判決は，この領域における問題の多くそ浮き彫りにする。
で， それが議員の職務が特定のレベノレの給与に値するという地方自治体の最
初の客観的な詳簡を支持する点、で，原告にとって重要なものである。他方
で， DSOの契約への入札能力を著しく減じるという意味において， その勝
利は短命のものであったむ地方自治体は，契約の入札で争うとき，民間企業
に利用できる主な武器の一つ……抵額の賃金での雇用一ーが利用できないと
いう点において，民間企業と平等のフィーノレドにいなかったっ結果として，
原告の俸給は一時的に維持されたが， DSOが生き残り，継続的な雇用を提
供する見込みはかなり減じられた3
次lこ，第二の状況である c アポット事件(八bbott)において労働者は民
間セクターに移された内部職員であった。移籍の結果として，労{勤者はNHS
トラストによって運用されていたインセンティブ・ボーナス秘度の資格を
失ったむ後(こ，労働者ーが公的セクターに戻されたが，インセンティブ・ボーナ
ス制度は復活しなかった。病説にとどまり，依然としてボーナス制度から利
益を得ていたのは在倒的に男性である一方で，員問委託後に戻主れたグルー
プは!王部的に女性であるので，性別(ニ基づく間接的差問であると主張し，
訴した。この状況において，性惹別禁止法は， TじPEよりも大きな義務ミナ課
していた。 TUPEの下で，地方自治体の唯一の義務は，契約者によって与え
られた労働条件を維持することであったむ性差別禁止法は，地方自治体が
震っていた考に対するものと陪様の利益を民間委託後に戻ったグ〉レープに保
障することを地方自治体に要求したc
第三の状況はより複雑である。これは，労働者が民間企業に移されたが，
公的セクターの使用者が労働条件に一定の責授を維持している状況で起こっ
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た。アロンビ一事{守二(沿いnb¥')において43)，被告学校は， 1年ごとの，継続的
なru!l定期間の契約に基づき，非常勤講師全数年間雇用した。その後に，契約
を更新せず，エージ、エンシーを通して麗った 3 講師はエージ、エンシーに関し
ては，告営であった。新しい制震の結果として，講翻は，一定の利益を得る
ことができなくなった。
原告は，教員年金制度を利用することを求めるために， EC条約 141条を
手当用することができた。その環則は，メンパーが f労働者 (emploγω)J の地
位にあることを要求していた。しかし， EC裁判所は，女性に対して差別的
であることが示されることができ，自営業者とされる者が純粋の独立性を手ぎ
していない場合には， i労働者jであることの要求は盟内裁判所によって適
用され得ないと判断した。したがって， TUPEは年金の権利を保護せず，譲
渡人に対する詰求を提供しないが，民間会社に委託された公的セクターの労
働者は，労働における処遇や出家が運営する年金制度に関して，譲渡人に対
して継続して語求をすることができたc
(3) 民間契約者に対する主張
以 1:に対して，民間契約者に対する差別禁止法の利用は容易ではないとさ
れる 44)。ローレンス事{牛 (Lawrcncc)において日，先のラトクリア事件の原
の何人かは，民間企業に移札最初に地方自治体において実施された職務
評価研究に基づき，比較物として自治体労働者全用いようとしたc イギリス
法においては，比較物は，涼告と再じ使用者によって雇用されなければなら
なかった。控訴院の付託に基づき， EU裁判所は，原則として，使用者が異
なっても EC条約 141条は適用され得るとしたが，地方自治体と会社は，
全に郎の自らの俸給レートぞ決定しており，平等の俸給を保障する f単一の
ソース」が存在しないので，顕告には利用できなかった3 アコンビ一挙{Lj二に
おいて，間様のアプローチが， Eじ裁判所によって採用された。
ローレンス事件やアコンビ一事件判決は，日70年の平等俸給法や EC条
約 141条によって，民賠1E業は，公的セクターのレートで移された労働者に
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支払い続ける義務を負うわけではないことを意味している。これは，異なる
企業を横断する俸給レートを比較する職務は，事実上または分析上，高度に
複雑であるからである。しかし，ローレンス事件やアコンビ一事件において
は，通常使用者を横断する比較に含まれる複雑な問題を提起していないとし
て批判されているつまた，差別禁止に責任合負う「単一のソースjが認めら
れる使用者横断的な比較物が存在することもあり得る。モ一トン事件 (Moト
ton)において46)，教員が他の地方自治体によって雇用された教員を比較物
として利用しようとしたっ裁判所は，教員に関して，同じ集団的合意に対し
て地方自治体はすべて当事者であるという理由でこれな認めた。したがっ
て，集団的合意は， r単一のソースj としてみなされ得ることになる c この
ことは，差出禁止の主張とすじPEの下での集団的交渉の保護の利用を結び
付ける多くの興味深い可能性の扉そあげるとされる。
(4) 笈別禁止法における積極的義務
最後に，差別禁止法において，すべての公約機関に適帰される平等を能進
する積額的義務について簡単に触れておく目。 1ヲ75年の性差剖禁止法 76A
条 1項がその典現で、あり，それは， r公的機関はその職務ぞ果たす際lこ，以
下の必要性に適切な記揺を払わなければならない。j として， r (呂)違法な
別やハラスメントをなくす必要性， (b)男女の関の平等な機会を促進する必
要性Jを規定している。同誌の規定{九人種や障害の領域において適用され
る。これらの規定によって，第一に，致府は，契約過程において，ジエン
ダーの平等と向様に，人種や障害の平等合考慮することを要求され，第ニ
に，これらの義務は，労働者によっていかなる苦情も出されていないときに
も適用されることになる c それらは，公的機関が決定過程において平等閑題
守考慮することを要求するので， r本流の (11初 lstreaming)J義務としてしばし
ば言及されるコ実際の有効性は，公的議関の職務に対する熱意にかかってい
るが，少なくとも個々の訴訟の変動には依砕することはないことになる。契
約によるサーピスにおいて雇用された労働者にとってのこれらの義務は，
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ヨーロッパ人権委員会からのガイダンスにより詳細に書かれており，すべて
の政府契約は，会社が銃存の差71U禁止法に従う条項をもつことを期待されて
いる。
2000年博報公開法の対象機関
1 対象機関拡大の意見聴取
(1) 行政サービス提供主体の多様化に伴う情報公開法上の論点
先にみたように，論者によってアカウンタどリティとして異なるものが重
視される可能性があるが， '1吉報公開制度に関しては，共通してその重要性が
認められるのではないかと思われる。イギリスにおいては，わが閣とほぼ向
持期である， 2000年に皆報公開法が部定され， 2005年から施行されてい
る制。行政サービス提供主体の多様化にかかわって，情報公開法上重要な
となる一つは，情報公開法が適用される対象機関であり， もう一つは不
開示事由， とりわけ営業秘密のような「商業的秘筏Jの適用である。
絞判所は， r藷業的;秘密jについて限定的な見解を千ざしているかもしれな
いと脂摘されている判。ロンドン・リージョナノレ・トランスボート事符 (LOIト
dO!1 Regio!1al Transport)において50)，控訴院は，ロンドン地下鉄 pppについ
ての報告書の編集板の公表の差止めについて，公表には強い公益が存在する
という理由で拒否した。さらに，政府のガイダンスは，高業的秘密i青報の別
表は，例えば，契約価格守秘密にすることで充分で、あるとして，最小援にと
どめるべきことを示唆している51)。
他方，前者の論点に関しては，はじめに述べたように，近年，情報公開法
の対象機関の拡大について意見聴取が行われ，政府の回答も出されている
ことから，以下では，この論点について意見聴販と毘答をみていくことに
するつ
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(2) 構報公務j去の対象機関
まず， 2000年靖報公開法における対象機関o簡単に確認しておく。博報
公開法は，対象機関として大きく三つのものを規定している会第一に，法の
刻表 1(こ掲載された人または組織であるけ条 l項a前 i))。第ニ{こ，法の践
的のために公約機関として，大臣によって「指定されたj人または組識であ
るけ条 l立la王子(ii))。第五{こ，公的機関によって完全に保有されている会社
である (3条l項b号)。
法の部表 1に掲載されるためには， lこ，その組織は，罷玉大権もしく
は立法の下で， または大臣，省庁もしくはウエーノレズ大佳によって設置され
なければならず (4条2項)，第二に，その組織または織への任命は，国王，
大臣，政府省庁またはワェーノレズ大臣によってなされなければならない (4
条3項)。このこ点、を満たす組織は，情報公開法4条の下で制定される命令に
よって定期的に法の範囲内に入れられる。また， もし会社が公的機関によっ
て完全に所有されているならば，自動的に法によってカバーされる c
法5条は，大臣が二つの類型の人または組織をナ公的機関として「指定」で
きるようにしている c 第一に，大臣にとって， r公的性質の職務 (functio!1s()f 
a public nature) Jを果たしているようにみえるもの (5条1項a号)であり，第
ニlこ， r公約機関との契約Jの下で，提供がその公的機擦の職務であるサー
ビスを提供しているもの (5条i項b号)である。しかし， 2007年 10月の
見籍取段階までに，情報公開法の話的にとっての公約機関として，いかなる
も可法大淫によって「詣定j されていなかった。そこで，罷報公開法に
よって対象機関とされていない組織に対する対誌をどうするか，また， 5条
の規定を活粛して，特定の機関念行政機関として f指定jするか否かが問題
となったわけであるつ
なお，後の議論との関{系で，情報公開法の民的のために， もし靖報が行政
機関のために別の人によって保有されているならば， 1育報{立行政機関によっ
て保有されていると規定している 3条2項b号の規定も重要である。
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(3) 情報公開法の対象機関と意見聴取文案
(a) 意見報取文書の公表
は， 2007年 10月に，情報公開法の対象機関とされていない組織に
対する対応に関して意見聴取文書念公表した政府は，対応の選択肢と
して，次の五つを示したc 第一{こ， この段轄でいかなる措置もとらないこと
である。第二に，関連団体による自己規制に期待することである。第三に，
行政サービスを提供する組織との契約(こ情報アクセスの義務を規定すること
である。第四に，特定のセットの組識をカバーする単一のう条命令を制定す
ることである。第五に，時間の経過について情報公開法の範閤を次第に拡大
するように一連の 5条命令ぞ制定することである。後に公表される由答蓄を
みると，実際には，さしあたりの 5条命令によって，対象機関全拡大する
か，拡大するならばどのような機関を対象とするか(あるいはしないか)が大
きな開題であった。先にみたように， 5条は，大きく f公的職務J-t'理由と
するものと， r契約j を理由とするものとがあるので，それぞれに関する
論をみることにする。
(b) r公的職務j合理由とする拡大
司法省は，まず， r公的職務J-t'理由とする拡大を検討した53)。
その場合の情報公開法適用の妥当性について， される事項に以下が合
まれる。当該組織が公的資金を受け取っているか，例えば， リソースに対す
る追加的負担の点、で，保有されている情報に対するアクセスの和益が消極的
な影響ぞ上回っているか。
後者の靖報へのアクセスとコストのバランスとして，公的資金の量，提供
している職務が国家の核となる職務としてみられる程度，開じセクターにお
ける同等の組識の情報公開法の適用状況，組織の性質(サービスセ提供される
l主恨の数，サービスの内乱公衆への彩努力)，組織のサイズ，競争への影響，既
存の規制のレベノレといったものがあげられている。
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(c) I契約者jを理由とする拡大
司法省は，次に， I契約者jを理由とする拡大を検討した54)。
一般的{こ，契約者が公約機関のためにサービスを提供する場合，相当程度
の公的責在が既に存夜する c 公的機関は依然としてサービスに愛託金負い，
契約者がサービスに責任を負うように保障する。審査過程や他の手段を遇し
てサービス提供について公的機関によって保有されている情報は，法によっ
てカバーされている。もしビジネスの必要性のために要求されるならば，契
約者はしばしば公的機関に靖報公提供するよう要求される。政!日商務庁は，
契約者に情報公開法の語求に従って皆報と援劫を提供することを要求するそ
デノレ契約条項を規定した。
さらに，ある状況においては，先にみたように，契約者によって保有され
ている清報は，公的機関のために保有されており，博報公開法によって公的
機関に請求可能である。したがって，契約の下で提供されるサービスに関連
する情報の多くは，演にアクセス可能であり， I公的職務jを理府とする拡
大よちも， I契約者j合理由とする拡大には和設は少ない。
また，契約者を対象とすることには，潜在的な多数の娃所も存在する。第
一に，大部分の公的機関は，サービス喜子提摂するためにつくられている一方
で，契約者は， しばしば民間セクターまたはボランティアもしくはコミュニ
ティセクターの，サービスを提供することを選んだ組織である。官報公認法
に従わなければならないことは，これらの組織をサービス提供に参加したが
らないものにし，参加者の減少は公読のためにならないっ第ニに，契約者
は，完全なコストを公的機関に要求するかもしれない。このコストは，予想、
されるリスクの補償が含まれるので，情報公開法の現実のコストよりも大き
いものとなり得る。
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2 対象機関の限定的拡大
(1) 司法翁による回答書
以上の意見聴取手続{f経て，司法省は， 2009年 7月に意見聴取文書に対
するJ;f)答を公表し，政府の対応方針{f明確にしているうわ。司法省は，大き
く f最初の 5条命令に適しない候補組織の考察j と「最初の 5条命令に適す
る候補組織の考察jのこつに分けて検討を行っているが，行政サービス提供
主体の多様化にかかわって詮自されるのは，前者の f最初の 5条命令にi躍し
ない候補組織の考察jにあげられた候補の検討部分であるので，それぞや心
として紹介を行う c
(2) r本質的サービスjと「公的織務jを選出とする拡大
まず最初に， r公的職務j を理由とする拡大合しない候補組織についてで
ある刻。多数の類型の民i理組織は，日々の生活の方法にとってとても重要
である c そのサービスなしには，必要であり，実施したいと顕う活動の多く
は初当に妨げられる。また，以前の関有{化ヒされていたサ一どスををナ提供するこ
とにZ責主{任壬ををケ負う公益金業 (匂pい仰ヲ礼川札uぱ山lb予licκu詑凶t
でで、一一，ガス，鉄道および電信サービスが大部分の人の生活{こ「本質的jで
あると考えられるので，清報公開法に服するべきであると示唆する多数の時
答者がいた。これらのサービスは，租税によって資金提供されているわけで
はないが，そのような会社によってなされるとのようにサービスが提供され
ているかについての決定に関する{青幸誌を取得できることには公益が存在する
という意見が出されてきた。
政府は， このような公益公認識しているが，情報公開法の施行以来，規制
された公益食業セクターについての情報は，規制機関全通して利用可能で
あった。水道，ガスや電気，そして電信産業全対象とする規制者と鉄道規能
庁{ふすべてe情報公開法に践している。それらはすべて公表制度合運用して
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おり，法{こ従って規制している個々の会社について罷幸誌を提供しており， そ
の決定は皆報公開の争訟ブ。ロセスに臨している。公衆は，関連する規制機関
な過して，現に水道，プfス，電気，電{言および鉄道セクターにおける罷報を
得ることが可能となっている c
しかし，政府は，そのような公設企業が対象機関となることに魅力公有し
ている。政府は，最初のう条命令に公主主企業主?含むことを?提案しないが，そ
れらの幾つかまたはすべてを次のう条命令に含む，または代替的方法で、それ
を対象とするために儲報公開法の対象範盟主ナ拡大することが適切か否かにつ
いて，関{系組織にさらに意見聴取を行うとする。
(3) f契約jを理由とする拡大
政府が特{ニ換討したもう一つのグループは，先にみたような，公約機関と
の契約の下で，その提供が公的機関の職務であるサーどス守提供している会
社であるそのiJtlは，涜棄物収集や社会人教育サービスを行う会社であ
る。それらの公的職務の多くは， 1980年代以来，民間委託されてきたc
意見聴取の応答において，多数の契約者や代表組織，特に経済団体である
C訟を含む組織は，民陪組織を情報公開法の目的で公的機器と指定すること
は，そのコスト念上界させ， これらのコストは，既存のおよび将来の契約者
となる したがって，公約機関や公衆に対するコストを上昇さ
せると述べた。また，特定の契約に関する情報は，契約者と公約機関の両者
から得られることが指揺された。
そして，公的契約と契約者の達成成果の詳掘に対するアクセスを提供する
責任は，そのような情報は公約機関によって収集されるべきであるので，公
的機関に残っているべきであるとする応答もあったむ公約機関のためになさ
れた仕事に関する契約者に関する構報は， 1吉報公開法の下で，公約機関自身
から請求され得ることが重要である合先にみたように，請求情報が公的機関
ではなく契約者によって保有されている場合であっても，公約機関のために
保有されていることになる刻。ピジネスは，公的保護を劫ける収支，報告，
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ビジネス倫理に関する制定法上の義務によって拘束されていることが注目さ
れるべきである。さらに， 2004年環境靖報規郎 2条 2項 c号または d号の
下の'情報権の義務に服しており，自ら環境情報の請求全処理しなければなら
ない契約者も存在する。
政Rすは， J二記の負担の増加を理由とする反対とともに，公的機関自身が対
r.志可能であると考えて，契約者に関して，現時点で情報公開法の一般的拡大
をしないことが適切としたc しかし，政府は，特に公的機関のために民間セ
クターの契約者によって提供される刑務所，拘束センターや育成ケア・セン
ターとの関係で，注目し続けることを明確にした刻。
'Li l!iI，公的機関と契約者は，公開性と透明性を増加させるために，より
いっそうのことを?することができ，すべきである。特に，写サービスを畏
fiGj委託すると~，公的機関は，契約に漉用される秘密が厳格に限定されるた
めに，契約に関するガ千夕、ンスを実施すべきである c 密政府は，また，契
約者{こ，可能な限札情報コミッショナーのそデノレ公表制度に従って，高度
の公表基準を採用するように促すことをナ求める。 者j 政府は，契約者に自発
的に靖報公開j去の涼則に従うよう促すことをナ求める。
(4) 4組織に対する対象拡大
以上みてきたように，さしあたり第一次のものとしては，行政サービス提
供主体の多様化に伴って，行設サービスを担当するようになった民間組織に
対象は拡大されなかったが，地方で，アカデミー・スクーノレ (AcademySchooll， 
ACPO (The Association of Chief Police Officers)，財政オンブズマン・サービス
(The Financial Ombudsman Services)， UCAS (Theじniversitiesand Colleges八dmis-
sions Service)の四つの組織につき，最初の 5条命令の対象にすることが提案
された60)。先にみた結論からもわかるように，対象機関拡大の検詩は今後も
なされるようであり，その展開に注目していく必要がある。
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由 利用者の人権保障
-1998年人権法と公的機関の範密
1 1998年人権法の f公的機関Jに関する判例の動向
(1) 1998年人権法の規定
はじめに述べたように，イギリスにおいて，ヨーロッパ人権条約全国内法
イとする人権法が制定されたことにより 61)，ヨーロッパ人権条約の遵守が要
求される f公的機関 (publicauthorityけをどのように理解するかが大きな関
心事になってきている。人権法6条3項は， r公的機関jには， (a)裁判所
または審判所， (b) その織務の一定のものが「公的性質の毅務 (fu則的nsof 
a public nature) Jである人喜子含むとしており，ニ種類の公的機関があること
を明確にしている。前者は，国や池方自治体のように， r純粋の (purc)公的
機関Jとされ，後者は， I機能的 (functional)公的機関j とされる(公約職務
と私的綴務合来たすことから混合型 Owbrid)公約機関と表現されることもある)。 この
後者の公約機関にどのような組織が含まれるかが議論になってきたわけであ
る印。国会貴族設と庶民読の人権合同委員会がニ度にわたって同一テーマ
そ扱っているのは，裁判所が人権法との関部で「公的機関Jを比較的狭く理
解し，多くのサービス提供者を公的機関とせず，法の保護から排除している
ために，それに対処することが必要であると考えたからである。
(2) 行政組織に対する適用
アウトソーシングした先の民間組織に人権法を適用しなくても，アウト
ソーシングした側の行政組織に人権法が適用されれば，民間組織の活動に対
しても行政組識が寅任喜子負うことになり，人権法の適用を拡大する必要がな
いという議論もある的。ヨーロッパ人権裁判所特例においては，国家は，
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民間組織または個人に権限を委譲することによって，人権条約上の権利を擁
護するその貢在を回避することはできず，また，罰家責任が本質的な公的職
務，特に人権条約j二の権和保護のために必要な公的職務(法律扶助または初等
教官の提供のような)を果たすために，民間組織に依拠する場合，菌家は， こ
れらの誌関組織の活動から生じる人権条約違反の支配合有することは，地の
国際的な人権条約の下て、も確立したものであるとされる。しかし，サービス
を民間委託する公的機関は，委託された組織による人権条約上の権利のすべ
ての設害の宣告を園内法と負うことは当然ではないとされ，先にみた間際法
は，国内法上のシステムとは誌別されるとする。
したがって，民間委託する測の公的機関は，公的機関が当該状況において
権利宏保護する穣掻的義務を有していることが示され得る場合{このみ，人権
条約違反における委託された公的機関の行為の責任を食い，一般的に，国家
が特定の偶人またはグループ。の人権条約上の権利に対する現実の荏接的な危
険を知っているまたは知っているべきである場合に，違反を防1とする合理的
なステップをとるべき義務があるとされる。このように，弐問委託する組織
の資告は，サービス提供者の誼接的責任の適切な代替物ではなく，民間委託
するjl!l]の責任に依拠することは，部分的な保設を提供するにすぎないとされ
るのである。
(3) 人権法の対象機関に関する判例
そこで， まず判決の状況をナ確認しておきたいが，特決に関しては，わが留
においても，比較的詳縮な紹介・分析がなされており 64)，また， 2009年の
政府回答警が，判例の動向として，以下の六つの事件の判決公紹介している
のでの)，それに依拠して簡単に判決を紹介するにとどめるご
2001年のポプラ・ハクジング事件 (PoplarHousinglにおいて66)，控訴院
は，住宅組織を「公的機関j と認めたが，それは，行使している機能に基づ
くのではなし地方自治体との制度的関係に基づくものであった。玄 2002
年のレオナノレド・チェシャイア一事件 (LeonardCheshirelにおいて67)，控訴続
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は，民j諜に， r制度的Jアプローチを採用した。芝 2002年のパートナーシッ
ブイン・ケア事件 (Partne出 ipsin Care)において68)，高等法i誌は，部定法上
の強鰐的権限ぞ行使していることに注目したc 玄 2003年のアシュトン・カ
ントロ一事件 (A5tonCa凶 ow)において6守J，貴族院は，司法審査対象性に関
する閣内判開はガイダンスを提供するが，それは，人権法の下で、特定の機関
が公的職務を行詑しているか否かを決定する試金石として用いられるべきで
はないことを強調したが，多数意見は，以前の特断とi湾様{こ，狭いアプロー
チぞ示した。安 2003年のハンプシャー・ファーマーズ・マーケット会社事件
(Hampshire Farmer5' Markets Ltd.)において控訴院のダイソン (Dyson)裁
判官は，上記のアシュトン・カントロ一事件における見解とは異なり，司法
審査対象性のテストと人権法の下で、の接接的公約機関の地放のテストとは持
じであるとした。
このように，判部は，公的接関ミケ広くとらえる「機能的jアプローチでは
なし限定的にとらえる「制毘的jアプローチを採用してきた。 2004年の
以上のような特例の動向を受けて出されたものであるc その後，
2007年の YL事件において71)，ケア・ホームが機能的な公的機関に該当
するか否かについて， 5名の内，多数派3名が公約機関に該当せず，少数派
2名が該当するとして，貴族院裁特宮の意見が分かれたc 多数意見は，先の
レオナjレド・チェシャイア一事件そ含む初期の判{倒を再承認し，公的機関に
ついて狭い解釈を採用したc 2007年の人権合問委員会報告書は，この判決
前{こ出されたものである。
以上のように裁判所は，公的機嬰を限定的に解釈してきたためにm，人
権合同委員会が， この開題につい を行ったわけである c
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2 2004年人権合開委員会報告書
裁判による解決策の提案一一
(a) r公的機関jの定義
最初に， 6条の f公的機関jの定義そ変更することであり，最もラディカ
ノレなアプローチであるなしかし，ー殻的で広範に適用される公的機関を定式
{とすることはかなり菌難な仕事であって，そのようなテストは司法的解釈に
服するであろう。もともとの定式化は，かなり注意深く検討され，徹底的に
されたっ裁判所が拡大された定義守適用するときに，意閣しない結果を
もたらし，新しし、変質IJ
のいく 6条3頃b
じさせることがあり得る。現行の文言ーよりも満足
営みつけることには壊疑的であるコ
(b) r公約機関jの別表方式
ーの可能性は，人権法に公約機関の別表を掲載することである c これ
は，先にもみたように， 2000年の情報公開法において採用されている方式
である。しかし，そのような方式は，寛大さや柔軟性という法全体の枠組み
に合わないとされる。つまり，問題となっているのは，組織が佐賀において
公的か否かではないので， r機能的なj公的機関として組織を:'5JU表にあげる
ことは，組織のいかなる職務が公的なものと考えられるかの問題を未解決の
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ままにし， したがって明確性においてほとんど得るものはないと考えられる
のである。
(c) i公的機関Jの指定方式
関連する第三のアイデアは，命令において組識を「公約機関j として指定
する法改正をすることであり，これも先にみた情報公開法5条 1項の方式で
ある。この方式は，上記の別表方式と間様に排{也性の問題があるが，より見
込みがあるようにみえるとされる。しかし，執行R守の f指定jに委ねること
から，権利保護を?可法府ではなく，執行府の決定に委ねることに疑問が出さ
れる。
(d) 公的職務の指定
第四に， i公的機関j 自体ではなし「公的Jfl総務Jについて規定ぞ罷くこと
が検討される。すなわち，法6条の目的で特定の機能喜子公的なものとする大
臣の指定~規定するか，または，別個に一定の機能を公的なものもしくは公
的なものとなり得るものとして指定するよう改正を行うことである。
このような立法北は，排他性の危険，すなわち奴に法6条3項b号ー が改
正されずに残るならば，指定されない機能が裁判所によって公的なものと考
えられないという危換を伴うが，環論的には機能するとされる。しかし，人
権合同委員会は，公的職務の指定はもっともらしいアプローチであると考え
るものの，実際におけるその望ましさに納得していないとする。
(2) 契約条項とガイダンス
次{こ，人権合同委員会は，契約条項を通した人権保護合検討する i5)c 最
初に，公的組識と民間のサービス提供者との聞の契約を通した人権条約上の
権利保護である。それは，執行性と のF言者の関難を提起すると考え
る令それらは，公的機関の訴訟提起によって執行されるが，契約当事者では
ない利用者の訴訟提恕によって常に執行可能とは限らないっ人権合同委員会
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は，契約がある程度の保護合提供することに同意するが，保護主ナ求める権利
~もつ者によって執行を求め得ない契約条項は，人権法による権利の直接的
保護の代替物とはなり得ないとする。
また，一貫'1宝の欠如として次のニ点が指摘される。第一に，人権法施行や
人権契約条項ぞ有する契約結結という，契約締結の時期による同じサービス
の利用者間で生じる不平等の需題である。第ニ(こ，例えば，異なる地方自治
体関で契約条件が異なる可能性の問題である。これは中央政府が作成する標
準的な契約条項によって緩和され得るが，人権;去の下で拾の制定法上の義務が
存在する場合ほど，契約条項が人権条約!二の権和の一貫した適用制保障でき
ないとする c 契約者は，契約における人権保障条項を了承認するとは限らず，
防政的制約に直面する地方岳治体または地域において潜在的な契約者が浪ら
れている地方自治体が権利保護について契約交渉する以外に選択がないこと
も充分あり得る。公的組識がサービス提供者との契約において人権保護を含
めることは可詫かもしれないが，そうする法的義務は存在しない。ヨーロッパ
人権裁判所の判例上，または，イギリスの人権法判例上，契約を通して人権
条約 1-の権利を保護する義務念公的組織に課すものは存在しないとされる。
保護が公的組織と民間のサーどス提供者との間の契約において具体化され
る一つの可能な利点は，民間契約者が公的機関と悶等の人権の責任を有すべ
きことを意罰していたという証拠ぞそのような条件が提供することである。
契約条件が，境界線上の事件において，ある組織が機能的な公的機関か否か
の決定に際して裁判所に影響を与えるであろう。そのような条件は，また，
サービス利用者のmUlこ，人権がサーどス提供において遵守されるべきである
という正当な期待を生むように考えられるi6)。反対に，そのような展開は，
契約条件の欠如が人権条約上の権利保護の必要性を承認していないことそ意
味するものととらえられる危険を生むことであろう。
次{こ，サーどス提供者とサービス利用者の問の契約を通した人権条約上の
権利保護である。仮に人権条約上の権利保護が民間のサーピ、ス提供者とサー
どス利用者の簡の契約に含まれるならば，一貫性のなさの危設は残るが，
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サービス利用者が契約に基づいて法的に執行できる権利を欠くことはない。
しかし，統一的な契約が中央政府において課せられ得ない場合，民間のサー
ビス提供者とサーピス利用者の閤の契約交渉におけるパーゲ、ニング・パワー
の搭在的な不平等の問題があり，悶捺のバランスの欠如は，執行にも等しく
当てはまるつ
このように，契約条{牛は完全で包話的な解決を提供することはできないと
考えられているが，人権合詞委員会は，行政サービスが民間に委ねられる場
合はいつでも，一貫した適用が要求される標準的契約条{牛の滞在住を評領
し，政狩省庁，特に憲法問題省および副首椙庁が契約全通して人権保護に関
するガイダンスを出すことをナ求める。
(3) 裁判所による解釈変更
人権合同委員会は，人権法6条3項b号の下で適用されるテストが制度
的なものではなく，議能的であることが重要であると考え，議能的な公的機
関の地位は，組識自身の性質への言及なしで査定され得るとし，次のように
「公約機関jの考え方ぞ説明する
機能が公的か否かのテストは，公益のために政府が安在を手ぎするか否かで
ある。備えば，病人の看護に含まれる様々な活動は，すべての者ーによって果
たされ得るけれども，国家は，包括的な社会プログラムを過して，私的にで
はなく出家から保龍底療を受けたいと思う者に保鰭医療を提供することを選
択してきたc このプログラムは，設R守が重要な社会サービスであると考える
ものを提供する公益のために行われている。人権合罰委員会は，保健盟療の
政府プログラムの提供のために必要な義務の遂行は，公的職務であるとす
る。保擢密療サービスの遂行は，それ自身公的な職務ではない。公的職務で
あるのは，係鰭!治安の提供それ自身ではなく，政府プログラムの一部として
この仕事を行うことである。保健医擦の思家フ合ログラムの一部として義務を
遂行する際に，民間組織は，国家が国家責任として認めてきたものぞ遂行す
ることを助けている。
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同様に，高齢者のためのサービス提供は，もし，私人の住居で、私的患者に
対して，または高齢者の親類によって提供されるならば，等しく私的機能で
あり得る。介護の提供は，介護の国家提供という政府プログラムの一部とし
て行われる場合に，公的職務である。民間組織によって果たされている機能
は，国家が提供する責任をとってきた介護の提供という機能である。これは
その機能を公的なものにする。
したがって，ある組織が公的職務を行使するのに，車接の制定法上の権限
の下でそうする必要はない。国家プログラムまたは政策は，制定法または他
における基礎でもって，権限や義務の公的性質を変えることなしで，契約上
の仕組みを通して権限や義務を委{壬することができる。また，公的組織との
制度的な繋がりは，公的職務を認めるために必要なものではない。国家との
制度的な近接性は，経織が公約または政府のプログラム喜子提供し， したがっ
て，公的職務な果たしているという証拠合提供するかもしれないが，それ
は，それ自身果たされている職務の性質を決定しないとする。さらに，国家
の強制権限は，私的組織によって行使される場合においですら，性震におい
て公的であることに呉論はないが(例幻£私約に運営される刑務所によってなさ
れるまたは紛争1保悠;去に基づく抑留の権限行使)， r公的職務jをそのような活動に
限定する必要はないとする c
そして， このようなテストぞ浸透させるために，人権法の下で， r公約機
関jの意味の一般的で機能的な解釈の主張がなされ得る事件において，政府
が，第三者として公益のために訴訟参加することを促すiH)。
(4) 政府の対応
政府も，人権法適用の範密を拡大することを支持しており，以上の人権合
同委員会報告書全受けて，政府は，契約条項に関するガイダンスを出し，ま
た，上級裁判所の適当な事件において訴訟参加すべきという勧告に従い，高
等法院行政裁判所(行政部)，控訴読，貴族院において，訴訟参加した7針。
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3 2007年人権合同委員会報告書
一一立法による解決策の提案一一
(1) 契約とガイダンス
まず，人権合同委員会は，契約条項とガイダンスについて検討する則。
2004年報告書を受け，副首相時は，人権法に照らしたサービス契約につい
てのガ千ダンスを公表している。その目的は， 2004年報告書の勧告を満た
すことであるつ
人権合同委員会は，人権保護をより良〈保絡するために契約の科用に霞闘
した困難に対して，ガイダンスはかなり治極的なアプローチを採用している
と批特する。プfイダンスは，公約調達の最大限の柔軟性の観点、から起草され
たようにみえるからである。また，契約者{こ要求される人権法上の義務が契
約者の承認の意思に依浮い いかなるそデノレ過程も示されていない等の点に
懸念を表明する c モデノレまたは標準契約条件なしでは，人権合時委員会は，
契約についてのガイダンスは，行政サービスの委託や人権に対するより
したアプローチを生まないとする。人権合問委員会は， 2004年の報告警と
同様{こ，人権は，契約条件の使用を通して完全に効果的には保護され得ない
という結論を操り返し，ガイダンスは，公的機関の意味を限定的解釈の悪影
を減じるための f当麗しのぎのものj として有用かもしれないが， このプf
イダンスは，サービス提供者に対する人権法の直接的適用の代替物とはなり
得ないと批判する。
(2) 人権法適用の必要性
人権合同委員会は，人権法の適用が民間提供者の行設サービス市場からの
退出に通じるかについて，一定のスペースを割いて検討を行っている81)。
間様の関心は，先の情報公開j去の適用においてもみられたところである。
まず，市場からの退出の理出として，訴訟増加のリスク，行政的負担の増
155 
方[1，特定の宗教的エートス{e有する提供者がヨーロツパ人権条約9条によっ
て保障された信仰1やその自由と両立した仕方で活動することを要求されるリ
スクがあげられる。しかし，人権合同委員会は，訴訟増加のリスクに関し
て，人権法に基づくサービス提供の文脈において， r純粋のJ公的機関に対
する訴訟は相対的に少ないとする。また，幾つかの小規模ビジネスや組織が
追加的な「行政的負担J(こ関心ぞ有し，幾つかの宗教的図体が露出の開題と
してサービス提供を拒否するかもしれないことを認めるが，人権合詞委員会
の諮査に意見を提出する大規模なサービス提供者には，仮に人権i去が直接的
に適用されたとしても市場から退出することを?余儀なくされると答えたもの
はいないとする。
人権j去の適用が必要ないとする議論として，セクターにおける適切な規制
が人権条約によって保護された権利合既に保護しており，また，利用者は，
人権に関心はなし平等性やコストに関心を有しているとする議論が検討さ
れる。人権合同委員会は，規制や検査制度は，サービス利用者のr権利や行政
サービスの質を保障するために明確に重要な投書u喜子果たしているが，それら
は斑接に執行怠れる人権条約上の権利の代替物としては扱われ得ないとす
る。また，人権法適用の利益は，サービス利用者に限られず，政策や決定策
定にも利益的な影響念与えるとする。
なお，行政サービスを提供するサードセクターとの関連で，庶民院行政特
別委員会は，行政サービスにおいて提供される規制のレベルは高しサード
セクターの提供者が過剰に規制されていると感じることは理解できるが，高
レベノレの規制は，サード、セクターの提供者が共生しなければならないもので
あると指識している問。
次に，人権合問委員会は，公的機関として扱われることによって，民間組
織は法の話的での「被害者J(こならず，人権条約の保護の資格を有しないこ
とにならないかを検討する。人権合間委員会は，第一に，園内裁判所が，
「純粋のJ公約機関とは異なる f機能的なj公的機関が人権条約上の権利に
依拠することを妨げるようには思われず，第二に，人権法の目的で f公的機
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関j として盟内i去において認められることは，関連する提{共者が，人権条約
の下での訴訟提起の目的での f被害者Jとして考えられることを&::、然的に妨
げられるものではないとして，これらの論拠を重視しない。また，人権合同
委員会は， 1言1mの自由に関して， fl言{取を表明する権利は，告俸をもっ自由と
は対強的に，絶対的なものではなしサービス科用者の個々の権利と比較衡
されなければならないことを繰り返してきているとする。結局，人権合同
委員会は， i機能的なj公的機関として考えられることが，多数の提供者を
市場から退出させるという懸念{こはあまり根拠がないと考える c
(3) 立法的解決
(a) 裁判による解決から立法による解決へ
先に紹介したように， 2007年報告書が公表された段踏は， YL事件の貴族
院判決前であったが，人権合間委員会は，正文!舟による訴訟参加にもかかわら
ず，高等法i誌や控訴院が制限的な解釈を続けていることから， 2004 
とは異なち，裁判所による解釈変更について期待せず，立法による解決へ
と方向転換する制。人権合同委員会は， 2004年報告書以鋒の事件における
政府の訴訟参加を歓迎するが，この領域における法は，満足のいく状態へと
進むにはかなりの時間がかかる。仮に住居ケアセクターに関して問題が解決
されるとしても，他のセクターにおいてさらに複雑な訴訟が生じ人権法の
連用をめぐる不明確性が長年継続することを意味するので， 20例年報告書
段搭で，問題解決のために最も魅力的な選択設は，裁判所の解釈による介入
を通してであると考えたが，それには時間がかかり，効果的でなく費用もか
かると判断し，代わって立法的解決に期待する c
(b) 選択肢の検討
人権合持委員会は， 2004年報告書と同様に，立法的解決の方法として幾つ
かの選択絞そ検討するが，重護を避けるために簡単に触れるにとどめる利。
まず， i公的機関jの別表への掲載について， 2004年報告書と同誌に，そ
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れは，機関が果たす職務よりもむしろ，関連団体の性格そ重視するもので，
法の枠組みと衝突するものと考え強〈反対する。次{こ，セクターごとの人権
法の適用の拡大を検討し，人権合同委員会は，セクターごとのアプローチ
は，一般的解決公発見する意欲念減じ，他のセクターにおける法の適用に隠
する不明確性を深め，それだけでは，人権法の適用における一貫性のなさへ
と通じると考える。
そして，人権合同委員会は， 1公的職務j を明確にする立法的対応を提案
する。人権合問委員会は，人権法 6条における「公的機関」の非缶括的な定
義の修正は，最後の手段としてのみ考えられるべきであると思うが，解決の
し迫った必要性に照らして，人権法6条 3項b号における f公的性質の
職務Jの解釈を明確にするために特に向けられた別の補足的で解釈約な制定
法の強い要求があると考える85)。この解釈法令は，例えば， 11998年人権法
6条 3項b号の自的のために，公的性質の職務は，職務ぞ実施する義務の下
にある公的機関との契約または他の仕組みに従って行使される機能を含
むJ のように規定するc
(4) 政府の対応
政府は， 20例年報告書を受けて， Y工事件において訴訟参加したが，先に
紹介したように，貴族院は， 3名対2名の多数決により， 1公的機関Jにつ
いて摂定的な見解を採用した。しかし，政府は， この判決合留すために，開
題になった個別法の改正皆目指した。 2008年健康および社会ケア法 (Health
and Social Care Act) 145条 1項は，サービス提供者が， 11998年人権法6条 3
現 b 号の目的のために，公的性質の職務~果たしているとみなされる J こ
とをナ規定し， 2008年 12月1日から路行された制。
政府は，回答書においてが)，まず，ガイダンスに関して，副首棺府によっ
て出されたガイダンスは，行政サービス，特に社会ケアサービスの調達に従
事する地方自治体の公務員に向けられたものであり， ヒ記で説明したよう
に，住居の社会ケアサービスに関しては，立法的対応がなされているとす
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るc また，契約において広範屈の事項喜子考慮する必要，ガイダンスが専門的
職員・法律家に向げられたものであること等合指揺する。さらに，政府は，
人権法が一定の職務の遂行に醒接に適用されるべき場合，調達契約の手段に
よる人権の保護は，貧弱なセカンド・ベストであることに完全に悶意し，ガ
イダンスを発したのは， 2004年報告書の勧告に従ったものであるとするの
である c
政府は，サービス提供者の位賓と人権法適用の必要性に関連して，訴訟の
増加のリスクや行政的負担の増加，特定のエートスを手まする提供者のリスク
等の幾つかは誇張されていることに同意する。また，規制および検査制度は
人権条約上の権制が直接適用されることを意図されている場合に，人権条約
上の権利が夜接執行されることの代替物ではないことに悶意するが，人権法
の下での司法的救済は例外的な事案における最後の手段であるべきとする。
信部の表明に関する人権合同委員会の意克にも閤意する。さらに，政府は，
機能的公的接関として，サービス提供者が自らの条約上の謹利に依拠するこ
とをケ妨げられることに対して， YL事件控訴院判決のパクストン (Buxto叫裁
判官意見のな:在に関らし，人権合同委員会のようにあまり根誕がないと
えないとしつつ，パクストン裁判官の考えには反対する。
最後に，政府は，立法的解決に関して， 2004年報告書と 200i年報告書の
問に，適当な事件を発見し，訴訟参加することについて政府によって箆われ
た時間と努力ぞ前提にすると，人権合陪委員会がこのアプローチの有効性に
ついて対誌を変えたことな残念とする。そして，人権合問委員会によって提
案された定式は循環していると批特する。「公的性質の職務j を「公約機
関jへの言及によって定義すると， r公的機関jは，今後{ふ部分的に f公
的性質の職務jへの言及によって定義される。さらに，この定式は，地方自
治体との契約の下で器供されるすべての職務を含み得るとする。
このように，政府は，人権法の臨接適用の拡大は支持しつつ，人権合問委
員会が提案する立法的解決には反対していると考えられる c
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おわりに
以上みてきたように，行政サービス提供主体の多様化に伴い，パブリツク・
サーピス・エートスという基本的な理念の捉え方に関して，従来とは異なる
理解が示され，その変容が問題視されてきた。また，それに関連して，行政
サービスの賞を確保するためにも，労働条件の保護の必要性が認識されてき
た。さらに，行政サービス提供主体の多様化により，能来， '1脊報公開法の連
用対象や人権法の適用対象とはなっていなかった民間組織をどのように考え
るべきかについて，政府・国会レベルで、議論になってきているものの，その
対応に苦慮している状況を確認した。民間組織からの負担増加合理由とする
適用反対に対して，情報公開法の場合には，公的機関のための保有規定の活
用に期待して，少なくともさしあたりは拡大をしないという政府の判断が示
された一方で，人権法の場合には，このように活用できる仕組みが存在しな
いため，人権合同委員会は立法によって，政府は裁判によって，人権法適用
の拡大佐目指していると理解できる。そして，これらの議論は，民間組織と
して営利企業を想定する場合だけではなし非営利組織でサードセクターを
対象にした場合にも，基本的には間様であると考えることができるむ
翻って，わが留の状況をみると，アカウンタビリティ確保や労働者保護，
利用者保護に対して，必ずしも充分な関心が払われていないと題、われる。特
に，労働者保護に関して，イギリスにおいては，ブレア政権以降，不充分な
点、があるとは言え，保護強イとが図られてきたことをみてきたむこれに対し
て，わが国においては，公契約条鰐制定などの動向もあるが88)，一般的に
はこれらの保護制度が遅れており，競争においては 10年以上前のイギリス
と詞様に，金額に対する比重が大きすぎる状況になっており，提供される
サービスの質自体に懸念が示されている制。
「新しい公共j として，非営利民間組識に行政サービスを期待する考えも
あるカ190)，単に提供主体を変化させるのみで接待できるものは椙当に限ら
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れている。仮に従来とは異なるものを主張するにしても，アカウンタビリ
テイや権和利益の実現を保障することは容易ではなしこれらを含めた検討
が必要である
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